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          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特集 

●『新しい社会的養育ビジョン』のとりまとめに向けて協議～「第 15 回新たな社会的養育の在り方に関

する検討会」 

●福祉サービスの質の向上と利用者の権利擁護をはかるために～平成 29 年度 運営適正化委員会

事業研究協議会 

Topics 
 地域共生社会の実現に向けた取組み等を協議～平成 29 年度 都道府県・指定都市社協常務

理事・事務局長セミナー 
 

 利用者が年々増加、専門員の資質向上をはかる～日常生活自立支援事業専門員実践力強化

研修会Ⅰ 
 

 子どもや保護者のささいな変化等に気づき、関係機関につなげる～「子どもと保護者の育ちを支える

ガイドブック」活用研修会 
 

 地域共生社会実現にむけた福祉教育の実現～全国福祉教育推進セミナー／都道府県・指定都

市社会福祉協議会 福祉教育担当者連絡会議 
 

 診療報酬・介護報酬同時改定とこれからの福祉医療施設の役割～平成 29 年度全国福祉医療

施設セミナー 
 

 災害対策と福祉施設長の危機管理マネジメントを学ぶ～  
 

 社会福祉法人・施設等の職場研修の推進・定着～職場研修担当者研修会 施設職員コース(第

1回)／インストラクター養成コース 

 
社会保障・福祉政策情報／全社協 8 月日程／インフォメーション 
 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 『新しい社会的養育ビジョン』のとりまとめに向けて協議～「第

15回新たな社会的養育の在り方に関する検討会」 
 

厚生労働省は、児童福祉法の改正（平成 28年 5月 27日）等を踏まえ、新たな社会

的養育の在り方に関する検討会を昨年 7 月に厚生労働大臣の下に設置・開催してい

ます。 

平成 29 年 7 月 31 日、第 15 回となる検討会を開催し、これまでの検討等を踏まえ

た「新しい社会的養育ビジョン（7／31 案）」（以下、ビジョン（案））を示したところです。 

ビジョン（案）では、「平成 28 年の児童福祉法改正が、家庭への養育支援から代替

養育までの社会的養育の充実とともに、家庭養育優先の理念を規定し、実親による養

育が困難であれば、特別養子縁組による永続的解決（パーマネンシー保障）や里親

による養育を推進することを明確にした」とし、改正法の理念を具体化するため、「社会

的養護の課題と将来像」（平成23年 7月）を全面的に見直し、その具体化への工程を

示しています。 

その上で、特別養子縁組の推進は、概ね 5 年以内に現状の約 2 倍である年間

1,000 人以上を目指すとの数値目標を掲げています。 

また、就学前の子どもについては、「家庭養育原則を実現するため、原則として施

設への新規措置入所を停止する。このため、遅くとも平成 32 年度までに全国で行わ

れるフォスタリング機関（包括的支援体制）事業の整備を確実に完了する」ことが明記

されています。 

具体的には、代替養育としての里親委託率の向上に向けた取組を開始するとし、「3

歳未満は概ね 5 年以内に、それ以外の就学前の子どもは概ね 7 年以内に里親委託

率 75％を実現し、学童期以降は概ね 10 年以内に 50％以上を実現する」としていま

す。加えて、「ただし、ケアニーズが非常に高く、施設等における十分なケアが不可欠

な場合は、高度専門的な手厚いケアの集中的提供を前提に、小規模・地域分散化さ

れた養育環境を整え、その滞在期間は、原則として乳幼児は数か月以内、学童期以

降は 1 年以内とする。また、特別なケアが必要な学童期以降の子どもであっても 3 年

以内を原則とする。」としています。現状の里親委託率とは大きくかい離したハードル

の高い目標です。 

各委員からは、数値目標の達成ありきで子ども不在の措置がなされることはあって

はならないが、従来、長期化してきた一時保護等の状況を考えれば、原則家庭養育

の理念を推進していくために、年限・期限等を設定することは必要である等の意見が
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ありました。 

本検討会においては、昨年、関係団体ヒアリングにて、本会の全国児童養護施設

協議会、全国乳児福祉協議会、全国母子生活支援施設協議会、全国保育協議会へ

の意見聴取が交わされました。さらに、第 14 回検討会では「施設の在り方」の協議に

対し、全国乳児福祉協議会は、「新たな社会的養育の在り方に関する検討会への意

見・提出」を提出しました。また、全社協政策委員会は、「平成 30 年度 社会福祉制

度・予算・税制等に関する重点要望書（平成 29 年 5 月 26 日）」にて、「新たな社会的

養育のあり方」の検討とその具体化にあたっては、現に子どもたちの養育を日々担っ

ている社会的養護施設等現場の提言・意見を十分に反映し、実現可能な社会的養育

体制を図られるようとの要望を厚生労働省大臣へ提出しています。 

検討会では、本日の議論を踏まえ、所要の記載追加・整理等を行ったうえで、あら

ためて今後開催する検討会でビジョンをとりまとめる予定であり、種別関係組織として

は、引き続き対応をはかる必要があります。 

 

第 15 回 新たな社会的養育の在り方に関する検討会【7 月 31 日】 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000173208.html 

 

  

↑URL をクリックすると厚生労働省ホームページにジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000173208.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000173208.html
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■ 福祉サービスの質の向上と利用者の権利擁護をはかるために

～平成 29年度 運営適正化委員会事業研究協議会 
 

7 月 19 日に平成 29 年度「運営適正化委員会事業研究協議会」を開催し、58 名が

参加しました。 

平成 28年度、47都道府県の運営適正化委員会で受付けた苦情は 4,143件、相談

は 3,078 件あり、苦情をサービス分野別にみると 54.5％（2,256 件）が障害分野となっ

ています（後掲、「実績報告（暫定版）抜粋」参照）。 

こうした情勢を踏まえ、研究協議会では、社会福祉法人・福祉サービス諸制度をめ

ぐる動向に関する行政説明のほか、大塚 晃 氏（上智大学総合人間科学部 教授）か

ら、障害者・児支援の現状と虐待防止・権利擁護について、平野 方紹 氏（立教大学

コミュニティ福祉学部 教授）から福祉サービスの質の向上に向けた運営適正化委員

会の役割等についてそれぞれ講義をいただきました。 

平野氏は、最近の苦情等の傾向について、利用者本人からの申し立てが増えてい

ること、単なる件数の増加ではなく質的な変化がみられること、事業者が運営適正化

委員会に丸投げしている状況が散見されること、等を指摘しました。その上で、苦情解

決は利用者のアドボカシーでありワンストップ機能がこれまでにも増して求められるとと

もに、苦情解決による「サービス改善」「顧客満足」を「見える化」するシステムが必要で

あるとの考えを示しました。 

講義を受けて行ったグループ協議では、福祉施設・事業所における苦情解決の取

組支援や運営適正化委員会の運営・機能強化に向けた課題と対応等について、情報

共有・意見交換を行いました。 

福祉サービスの提供を取りまく環境が大きく変化するなかで、福祉サービス利用者

の権利擁護において運営適正化委員会が果たす役割はさらに重要となっています。

なかでも、社会福祉法人・福祉施設、サービス事業所が自らの責務として主体的に苦

情解決に取組むこと、苦情解決をとおした福祉サービスの質の向上をはかるための支

援機能の強化が必要です。 
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苦情受付・解決の状況 

平成 28 年度都道府県運営適正化委員会事業 

実績報告（暫定版）抜粋 

 

1．苦情の受付状況（受付件数の年次推移） 

平成 24年度に 3,000件を超えたあとも増加を続け、平成 27年度に 4,000件を超え

た。 

 

2．サービス分野別の受付件数（割合） 

サービス分野別の割合をみると、前年度に引き続き「障害分野」が全体の半数以上

を占めている。 
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3．施設・事業別の苦情受付件数 

（１）高齢者分野 

特別養護老人ホームが最も多く、訪問介護、通所介護が続く。「その他」には、有料

老人ホームが最も多く、老人保健施設、サービス付き高齢者向け住宅が続く。 

 

 

（2）障害者分野 

就労支援事業（就労継続支援 A・B 型、就労移行支援）が障害者分野の苦情の

35.3％を占めている。「その他」で最も多いのは「相談支援事業」であった。 
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（3）児童分野 

保育所（34.6％）と放課後等デイサービス（24.6％）の２事業で約 6 割を占める。「そ

の他」は、行政（児童相談所）、放課後児童健全育成事業、等。 

 
 

（4）その他 

社会福祉協議会が全体の約半数であり、「その他」として福祉事務所や医療機関等

があげられる。 
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4．苦情申出人の属性 

「利用者」が全体の 52％、次いで「家族」が 36.4％であり、両者で 8割超を占めてい

る。 

 

 

5．苦情の種類 

苦情の種類は、「職員の接遇」が 37.7％で最も多く、「サービスの質や量」20.5％、

「説明・情報提供」10.6％と続く。 
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■ 地域共生社会の実現に向けた取組み等を協議～平成 29 年

度 都道府県・指定都市社協常務理事・事務局長セミナー 
 

全社協は、7 月 13～14 日、ロフォス湘南において、「平成 29 年度 都道府県・指定

都市社協 常務理事・事務局長セミナー」を開催しました。出席者は 74 名でした。 

セミナーは、髙井 康行全社協副会長の開会挨拶でスタートし、続いて、野崎 吉

康全社協事務局長が社会福祉を取りまく動向や全社協の重点事業、都道府県・指定

都市社協の課題と今後の取組み等について基調説明を、さらに全社協の各部・所長

から重点事業に関する説明が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

その後の分散会では、基調説明や各部・所説明の内容を踏まえ、 

①社会福祉法人制度改革への対応の状況と今後の課題 

②地域共生社会の実現に向けた取組みへの対応 

③生活困窮者自立支援をはじめとした地域・生活課題への対応 

④福祉人材の確保と定着・育成の取組み 

⑤生活福祉貸付金制度並びに各種貸付等の運営の現状と課題 

の 5 つのテーマについて、参加者同士で課題の共有や意見交換を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 本後 健氏

Topics 
 

全体会の様子 

分散会の様子 
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による行政説明では、「『我が事・丸ごと』地域共生社会の実現に向けた取組」をテー

マに、今後の地域共生社会の実現に向けた工程や、地域における住民主体の課題

解決力強化・包括的な相談支援体制の具体的なイメージなどについて説明がありまし

た。 

第 2 日目の講演では、神奈川県立保健福祉大学 新保 幸男 教授が、「子どもの

貧困の現状と課題 貧困の世代間連鎖を中心として」をテーマに、子どもの貧困問題

について、心理学的側面から解説し、この問題の連鎖を断ち切ることの重要性等につ

いて述べられました。 

貧困の連鎖のメカニズムやそれを防ぐために求められる「子ども食堂」や「フードバ

ンク」、「学習支援」の充実、「生活困窮者自立支援制度」「社会福祉法人による社会貢

献」「子ども・子育て新制度」の充実等についてご講義いただきました。 

 

 

■ 利用者が年々増加、専門員の資質向上をはかる～日常生活

自立支援事業専門員実践力強化研修会Ⅰ 
 

日常生活自立支援事業は、認知症高齢者や障害者など、全国で 5 万 1,000 人余

の方が利用しており、利用件数が増え続けています。専門員は、本事業における支援

の担い手として活動しており、全社協においても資質向上をはかるための研修会を毎

年開催しています。 

7月 18～19日には、新任の専門員を対象とした「日常生活自立支援事業専門員実

践力強化研修会Ⅰ」を全社協・灘尾ホールにおいて開催しました(参加者数 268 名)。  

研修会では、制度創設時から本事業に関わられている、山崎 美貴子 氏（神奈川

県立保健福祉大学顧問）、平田 厚 氏（明治大学法科大学院教授・弁護士）、五十

嵐 禎人 氏（千葉大学教授）より、それぞれの立場から事業の基本事項を学ぶ講義

が行われました。また、瀧 誠氏（愛知淑徳大学教授）からは、精神障害者に対する支

援について事例検討を交えながら講義・演習が行われました。 

また、「先輩専門員に学ぶ」をテーマにしたシンポジウムでは、長崎県大村市社協

の山下 浩司事務局次長がコーディネーターとなり、専門員として活躍をしている東京

都中央区社協の掘 真子 氏、高知県室戸市社協の安岡 孝章 氏から、自身の経験

に基づく報告をいただきました。 
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■ 子どもや保護者のささいな変化等に気づき、関係機関につなげ

る～「子どもと保護者の育ちを支えるガイドブック」活用研修会 
 

7 月 11～12 日、全国の保育所・認定こども園関係者、社会的養護施設関係者、社

会福祉協議会関係者、民生委員・児童委員、地域において子ども・子育てにかかわり

のある方等、137 名の参加者を得て、「子どもと保護者の育ちを支えるガイドブック」活

用研修会を開催しました。 

この研修会は、全国社会福祉協議会が、平成 29 年 3 月発刊した書籍『気づく か

かわる つなげる～保育者のための子どもと保護者の育ちを支えるガイドブック～』を

もとに、子どもや保護者のささいな変化や違和感に気づき、かかわり、必要に応じて関

係機関につなげることや、他機関との連携の手法について理解を深めることを目的に

開催しました。 

1 日目は、大竹 智 氏（立正大学 社会福祉学部 子ども教育

福祉学科 教授／子どもと保護者の支援ガイドブック作成検討

委員会委員長）による基調講義で、児童虐待の定義や、虐待に

至る保護者の心理、現状等、具体的な事例をもとに解説いただ

きました。 

続くシンポジウムでは、包括的に子どもの育ちを支える事例の

紹介も含め、地域におけるネットワークの構築や、その中でそれ

ぞれの専門機関が果たすべき役割等について、理解を深めまし

た。 

2 日目は、「保育所・認定こども園職

員向け（講師：佐藤 まゆみ 氏［和洋

女子大学 家政福祉学類 准教授］）」

と「社会的養護施設、地域で子どもや

保護者の育ちを支える職員向け（講

師：大竹 智 氏）」の 2 コースに分か

れ、分散会を行いました。日々の実践における、専門職に求められる役割や、地域を

基盤としたネットワークやプラットフォームづくり等を意識した、関係機関との連携につ

いて、グループワーク等により学びを深めました。 

 

 

 

 

 

講演する大竹 智氏 

分散会の様子 



 

12  

■ 地域共生社会実現にむけた福祉教育の実現～全国福祉教育

推進セミナー／都道府県・指定都市社会福祉協議会 福祉教

育担当者連絡会議 
 

7 月 25～26 日、「地域共生社会実現にむけた福祉教育の実現」をテーマに、「平成

29 年度全国福祉教育推進セミナー」を 161 名参加者のもと開催しました。 

初日は、基調講演「我が事・丸

ごと地域共生社会の実現と福祉

教育」（講師：原田 正樹 氏(日

本福祉大学学長補佐／日本福

祉教育・ボランティア学習学会会

長)）ののち、「コミュニティ・スクー

ルに関する最近の動向」（講師：

藤岡 謙一 氏(文部科学省初等

中等教育局参事官付 学校運

営支援企画官)）として、学校と地

域との連携制度の変遷、そして社協への期待など行政説明がありました。 

その後、シンポジウム「コミュニティ・スクールと福祉教育」では、コーディネーターに

新崎 国広 氏(大阪教育大学教授）、コメンテーターに原田氏、藤岡氏にご登壇いた

だき、宮崎県都城市からお招きした 2 名のシンポジストから、地域と連携してコミュニ

ティ・スクールに取組んでいる事例が報告され、社協がどのように関わり、学校や地域

と連携しているのか共有しました。 

第 2日目は、テーマごとに分かれての分科会が行われ、第 1分科会は「障害理解と

福祉教育」をテーマに、障害の正しい理解を深める取組みを紹介しながら、共生社会

を実現するための福祉教育の意義や役割について考察しました。また、第 2 分科会

「福祉教育の実践にサービスラーニングの手法を取り入れる」では、実際に福祉教育

の実践にサービスラーニングの手法が取り入れられている実践を共有しました。さらに

第 3 分科会では「福祉教育実践のための切り口」をテーマに、福祉教育についての基

礎を改めて共有したうえで、福祉教育の実践にあたっての取組みのプロセスについて

福祉教育実践の切り口を参加者とともに考察しました。 

また、セミナーに続いて、「平成 29 年度 都道府県・指定都市社会福祉協議会 福

祉教育担当者連絡会議」を開催し、都道府県・指定都市社協における福祉教育の実

践、成果物を共有しながら、市区町村社協への支援のあり様について、福祉教育担

当者間での情報交換を行いました。 

 

当日の様子 
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■ 診療報酬・介護報酬同時改定とこれからの福祉医療施設の役

割～平成29年度全国福祉医療施設セミナー 
 

全国福祉医療施設協議会（会長 桑名 斉）は、７月 25 日、平成 29 年度全国福祉

医療施設セミナーを開催し、全国の無料低額診療事業を行う病院・診療所から 50 名

の参加がありました。今年度のセミナーでは「診療報酬・介護報酬同時改定とこれから

の福祉医療施設の役割」をテーマとし、福祉医療施設を取りまく情勢を理解するととも

に、福祉医療施設に求められる実践のさらなる推進に資することを目的に開催しまし

た。 

開会あいさつで、桑名会長は、地域共生社会の実現に向けて、福祉医療施設が地

域と協働していくことが求められているとし、ＮＰＯ法人や社会福祉協議会との連携も

含め、どのように地域において公益的な取組を行っていくのか、皆さんと一緒に考えて

いきたいと述べました。 

講義Ⅰでは、日本福祉大学 

田島 誠一招聘教授より「地

域共生社会の実現に向けた

福祉医療施設の役割」をテー

マにご講義いただきました。地

域共生社会の構想にいたる背

景を、社会福祉制度の変遷と

ともに解説いただき、地域住

民にとって身近な存在である

福祉医療施設が地域共生社

会の実現に向けて積極的な取組みを進めるべきとし、実践例を紹介いただきました。 

講義Ⅱでは、福祉医療機構経営サポートセンターコンサルティンググループの千葉

正展氏より「診療報酬・介護報酬の同時改定と今後の医療・福祉の方向性」をテーマ

に、診療報酬、介護報酬改定の今後の方向性等、ポイントを解説いただきました。 

講義Ⅲでは、日本慢性期医療協会 武久 洋三会長より「診療報酬・介護報酬同時

改定に伴う病院経営の課題」をテーマにご講義いただきました。日本はアメリカに比べ

て寝たきり患者が 5 倍多い例を挙げ、慢性期医療の徹底とリハビリテーションの充実を

はかり、寝たきり患者を半減させる必要があるとし、また、高齢者における低栄養・脱水

の状況について自院での取組みをデータを用いて解説し、良質な慢性期医療がなけ

れば日本の医療は成り立たないと述べられました。 

 

セミナーの様子 
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■ 災害対策と福祉施設長の危機管理マネジメントを学ぶ～平成

29年度施設長実学講座（第１回） 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、7 月 18～19 日、平成 29 年度施設長実学

講座（第 1 回）を開催しました。今回は「災害対策と福祉施設長の危機管理マネジメン

ト」をテーマに、全国から 33 名の参加がありました。 

1 日目は、社会福祉法人 東北福祉会の野

田 毅 氏による、災害の基礎や福祉施設に

おける災害対策についての講義と演習を行い

ました。 

2 日目は、認定特定非営利活動法人 災害

福祉広域支援ネットワーク・サンダーバードの

安井 あゆみ 氏による、福祉施設における事

業継続計画(BCP)について主に演習を行いま

した。 

参加者からは、「福祉施設における事業継続計画を考えるうえで必要なものの見方

や考え方の基本について理解した」、「早速施設に帰り演習等で習得したことを実践し

たい」との声がありました。 

 

 

■ 社会福祉法人・施設等の職場研修の推進・定着～職場研修

担当者研修会 施設職員コース(第 1 回)／インストラクター

養成コース 
 

中央福祉学院では、社会福祉法人・施設等における職場研修の推進・定着をはか

るため、その推進を担う担当者を対象とした「職場研修担当者研修会」を毎年開催し

ています。 

本年度は、7月10～12日に「施設職員コース」と、職場研修担当者研修会の講師

（予定含む)として各都道府県・指定都市社会福祉研修実施機関から推薦された方を

対象とした「インストラクター養成コース」を開催し、合計105名が受講しました。 

講座の様子 
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プログラムの大部分を両

コース合同で開催し、法

人・施設におけるOJTの現

状の診断や活性化のため

の課題の明確化など職場

研修推進の方策や実施

するうえでのポイントを学

びました。 

さらに「インストラクター養成コース」では、講師としての心構えや役割を確認するとと

もに、指導の模擬演習を行う等、指導の基本的な知識・技術を実践的に学びました。 

なお、「施設職員コース」は、本年度は2回の開催を予定しており(内容は第1回と同

じ)、第2回は平成30年2月5～7日に開催する予定です。 

 

 

 

 

  

グループワークの様子 



 

16  

 

 
 

    
 
 

 

 

 

■ 【内閣府】平成 29年第 12回経済財政諮問会議【7月 18日】 

中長期の経済財政に関する試算、平成 30年度予算の全体像と概算要求基準につ

いて議論した。財務大臣、関係大臣を交えて意見交換を行い、「平成 30 年度予算の

全体像」を取りまとめるとともに、概算要求基準について決定した。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html 

 

■ 【内閣府】高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会：新たな高齢社会対策

大綱【7月 18日】 

公的年金の受給開始年齢を 70 歳よりも先に繰り下げることができる仕組み等を高

齢社会対策要綱に折り込むこと等が検討された。 

http://www8.cao.go.jp/kourei/kihon-kentoukai/h29/k_2/gijishidai.html 

 
 
 
 
 
 

 

■ 「社会福祉法人に対する指導監査に関する Q＆A」発出【7月 11日】 

社会福祉法人に対する指導監査については、「社会福祉法人指導監査実施要綱

の制定について」(平成 29 年 4 月 27 日、雇児発 0427 第 7 号・社援発 0427 第 1 号・

老発0427第1号)の別添「社会福祉法人指導監査実施要綱」に基づいて実施される。

これに関連して、7 月 11 日「社会福祉法人に対する指導監査に関する Q＆A」が発出

された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html
http://www8.cao.go.jp/kourei/kihon-kentoukai/h29/k_2/gijishidai.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html
http://zseisaku.net/
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■ 平成 28年度使用者による障害者虐待の状況等の結果【7月 26日】 

通報・届出のあった事業所数、通報・届出の対象となった障害者数はいずれも前年

度と比べ減少した。また、虐待が認められた事業所数、虐待が認められた障害者数は

いずれも前年度と比べ減少した。受けた虐待の種別では、経済的虐待が 852人と最も

多く、次いで心理的虐待が 115 人、身体的虐待が 57 人となっている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000172598.html 

■ 第 5回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【7 月 27日】 

（1）都道府県、町村、社会福祉法人の役割等、（2）生活保護制度に関する国と地方

の実務者協議、（3）医療扶助の適正化・生活保護受給者の健康管理について検討が

行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000172506.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000172598.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000172506.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

8 月 2 日 
平成 29 年度 第 1 回障連

協セミナー 
全社協 会議室 

高年・障害福祉

部 

8 月 2～3 日 
平成 29 年度 食育推進研

修会 

全日通霞が関ビ

ルディング 
児童福祉部 

8 月 3～4 日 

全国青年会 平成 29 年度

研修企画事業コーチングト

レーニンクﾞ講座 

商工会館 法人振興部 

8 月 3～4 日 
第 39 回全国福祉施設士セ

ミナー 

全社協 灘尾 

ホール 
法人振興部 

8 月 4 日 
日本福祉施設士会平成 29

年度第 2回代議員会 

全社協 灘尾 

ホール 
法人振興部 

8 月 4 日 

福祉サービスの質の向上委

員会 平成 29 年度第 1回

常任委員会 

全日通霞ヶ関ビ

ル 
政策企画部 

8 月 5～7 日 
社協・社会福祉施設職員会

計実務講座 ・入門研修会 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

8 月 8～10 日 
教育・保育施設長専門講座

プログラム(2)  

新横浜国際ホテ

ル 
児童福祉部 

8 月 10 日 

セルプ商品のコンプライア

ンス強化と販売力向上セミ

ナー 

全社協 会議室 
高年・障害福祉

部 

8 月 18 日 

ボランティア・市民活動の推

進に関する関係省庁との懇

談会 

全社協 会議室 地域福祉部 

8 月 21～22 日 
日本福祉施設士会施設長

実学講座(第 2 回) 
全社協 会議室 法人振興部 

8 月 23～24 日 
第 13 回「保育スーパーバイ

ザー」養成研修会 
全社協 会議室 児童福祉部 

8 月 23～25 日 

セルプ協 第 22 期リーダー

養成ゼミナール(前期面接

授業) 

全社協 会議室 
高年・障害福祉

部 

全社協 8 月日程 
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8 月 23～24 日 

平成 29 年度 地域包括・

在宅介護支援センターリー

ダー職員研修会 

福岡市「九州ビ

ル会議室」 

高年・障害福祉

部 

8 月 25 日 
平成 29 年度第 3回政策委

員会幹事会 
全社協 会議室 政策企画部 

8 月 25～26 日 
公立保育所等トップセミ

ナー 

新横浜プリンス

ホテル 
児童福祉部 

8 月 26～28 日 
都道府県･指定都市社協管

理職員研修会 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

8 月 31 日 

～9 月 1 日 

平成 29 年度 社会福祉研

修実施機関代表者連絡会

議 

全社協 会議室 中央福祉学院 
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

<新刊図書> 

●『保育の友増刊号 私たちの指導計画 2017 3・4・5・異年齢児』 

(全国社会福祉協議会 編) 

月刊誌『保育の友』に好評連載した「私たちの指導計画」の 1年間の指導計画“3・4・

5・異年齢児”を 1 冊にまとめました(2016 年 4 月号～2017 年 3 月号)。 

「月間指導計画」では、年齢別に地域性豊かな取

組みを掲載しています。また、月齢や発達に応じた

子どもの姿と、保育士による援助のポイントや配慮事

項、日々の保育での気づきや反省点などをわかりや

すく掲載しています。高年齢児では養護及び 5領域

の視点を盛り込んでいます。 

隔月連載の「保育のポイント」「保育のエピソード」

「保育のヒント」では、発達に応じて工夫した保育の

ポイントや、日々の保育のエピソードを紹介し、それ

らについての専門家による具体的なアドバイスを掲

載しています。 

さらに『保育の友』から 2016 年 7 月号の特集「小

学校とのよりよい連携・接続を考える」をあわせて収

録しています。 

(7 月発行 定価本体 1,200 円税別） 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします。 
 
 
 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2919&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2919&_class=060101&_category=
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<新刊図書> 

●『社会福祉法人制度改革対応版 社会福祉法人会計基準関係資料集』 

(全国社会福祉協議会 編) 

法人の規模にかかわらず、すべての社会福祉法

人において、新たな会計基準による会計処理を適正

に積み重ねていく必要があります。法人自らが順法

性を確保し内部統制によるけん制の強化をすすめな

がら、経営の適正化をはかり、持続的な質の高い福

祉サービスを提供する責任が問われています。 

こうしたなか、本書は社会福祉法人の会計処理に

係る法令・通知等だけではなく、今般の社会福祉法

人制度改革の主旨である経営組織のガバナンスの

強化や事業経営の透明性の確保など、新しい会計

処理の背景となっている考え方についても理解を深

めることができるよう法令・通知を厳選して収載して

います。また、社会福祉協議会のモデル経理規程

及び法人社協モデル定款についても収載し、すべ

ての社会福祉法人に必携の一冊となっています。 

(7 月発行 定価本体 4,500 円税別） 

 

  

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします。 
 
 
 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2920&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2920&_class=090101&_category=ISBN978-4-7935-1240-7
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●特集「生活援助と重度化予防」 

『ふれあいケア』8 月号 

身体介護のほか、掃除、洗濯、炊事、買い物、外

出同行、話し相手、居場所づくりなど、その人の生活

を支援・援助する行為やサービスは、さまざまな組織

や個人が実施しています。とくに訪問介護事業で

は、高齢者の自立支援を目的にその人の意向や好

みの生活様式を理解し、課題をアセスメントしたうえ

で、不足している部分を補う生活援助を提供してい

ます。 

生活援助の内容に加え、ホームヘルパーの働き

かけにより利用者の重度化予防につながっているか

を検証します。 

（7 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

●特集「平成 29年度『新任基礎研修会（査察指導員等）』から」 

『生活と福祉』7月号 

本号の特集は、去る 5 月 10 日から 12 日の 3 日

間、東京都内で開催された厚生労働省社会・援護

局保護課自立推進・指導監査室主催による「平成29

年度新任基礎研修会（査察指導員等）」における 3

日間の講義内容のうち、査察業務のポイントを中心

にその要旨を紹介します。 

（7 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

 

 

 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2918&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2918&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2917&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2917&_class=120101&_category=05595

